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チャネル間競争と販売費用削減投資















　Suppose that a duopolistic manufacturer sells its products through its affiliated retailers, and that the former charges a franchise 
fee on the latter. Also suppose that the manufacturers compete in price, and that the retailers do in quantity and investment level in 
sales cost reduction. Then, each manufacturer cuts its shipping price when the market demand shifts upward, and the shipping prices 
become strategic substitutes, and in equilibrium, manufacturers set each shipping price under the marginal production costs. Under low 
shipping price, retailers have more incentives to sell, and that increases their investment level in sales cost reduction. As a result, retail 
price falls when the market demand shifts upward. Moreover, the vertical separation rather than vertical integration is dominant strategy 
for each manufacturer, but the situation of both manufacturers choosing vertical separation is "prisoners dilemma". So the (possibility of 
choosing) vertical separation of the retailers by each manufacturer intensifies the competition between marketing channels.
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る Matsumura (2003) や、上限価格制に関する Nariu 














のような観点から、Bonanno and Vickers (1988) や 
Rey and Stiglitz (1988) は、垂直的分離がチャネル間
競争を緩和する効果を持つことを述べている 2)。
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チャイズ料）を設定し、次に小売業者が市場で小売価格を
設定するという形態を、以後「価格—価格競争」と呼ぶこ








































































で与えられる。ここで p は小売価格、q は総販売量、qi は






























　第４段階において生産者 i は、ライバルの生産者 j が設
定する投資水準 xj と販売量 qj を所与として、自らの利潤






























　第４段階において販売業者 i は、生産者 i が設定する出
荷価格 wi とフランチャイズ料 Fi、さらにはライバルの販













　第３段階において販売業者 i は、生産者 i が設定する出
荷価格 wi とフランチャイズ料 Fi、さらにはライバルの販
売業者が設定する投資水準 xj を所与として、自らの利潤









業者 i の販売量、総販売量、小売価格、および販売業者 i
の利潤は、それぞれ
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　いま、分離した側が生産者 j とすれば、生産者 j は販売
業者 j に対して、出荷価格 wj およびフランチャイズ料 Fj
を設定する。
販売量の決定
　第４段階において生産者 i は、ライバルの販売業者 j が
設定する販売量 qj を所与として、自らの利潤 π i を最大に
するように自らの販売量 qi を設定する。同様に販売業者 j
は、ライバルの生産者 i が設定する販売量 qi、および生産





おいて生産者 i は、ライバル生産者の出荷価格 wj を所与
として、販売業者 i に非負の利潤を与えるという制約のも










　　　 　　　　   (6)
となる。
　このときの販売業者 i の投資水準、販売量、小売価格、
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として、自らの利潤 yj を最大にするように自らの販売量 qj
を設定する。このもとでの生産者 i の意思決定問題は (1)
式と同じである。他方、販売業者 j の意思決定問題は、
　　　





いる。ただしこれが複占均衡であるためには、qiA > 0 and 

















　第３段階において生産者 i は、ライバルの販売業者 j が
設定する投資水準 xj を所与として、自らの利潤 π i を最大
にするように自らの投資水準 xi を設定する。他方販売業
者 j は、生産者 j が設定する出荷価格 wj とフランチャイズ
料 Fj、さらにはライバルの生産者 i が設定する投資水準 xi
を所与として、自らの利潤 yj を最大にするように自らの


















　(12) 式および (14)、(15)、(16) 式より、均衡におけ
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　まず① 0 < wj < c-(t-1)(a-c-m)/t の場合の販売量、小売
価格および生産者 i、販売業者 j の利潤は、それぞれ
　　　
と計算される。
　次に② c-(t-1)(a-c-m)/t < wj < c-(3t-4)(a-c-m)/3t の場合











において生産者 j は、販売業者 i に非負の利潤を与えると
いう制約のもとで、自らの利潤 π j を最大にするように出
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(20) 式、および (24) 式と (25) 式を比較すると、いずれ
においても xiA < xjA が成り立っており、販売業者 j の投資
水準は生産者 i のそれよりも多くなるのである。また、特
に のケースでは、t の値が比較的小さい場 
合 15) に限り
　　　
が成り立つ。つまり、t が上昇すると生産者 i の投資水準
xiA も増加する。一見逆説的に見えるこの結果は、次のよ
うに説明される。t が上昇するとき、販売業者 j は投資水






であるから、生産者 j の利潤は t の減少関数であるのに対
して、 （つまり複占の領域）において、生産
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から存在する。例えば、Fershtman and Judd (1987) 







の方に仕向けることに相当する。Fershtman and Judd 
















　Saggi and Vettas (2002) や成生・鈴木（2006）
および本稿のように、複占チャネルの設定の下で価格—数













































利潤は、(6)、(7)、(8) の各式において t → ∞ とするこ
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とにより
　　　
と求められる。  のもとで、(6) 式と (28) 式、














であるが、c > c-(t-1)(a-c-m)/t より①の範囲での最適解は
端点解 wjA = c-(t-1)(a-c-m)/t となる。




　以上より①、②をまとめると、0 < wj < c-(3t-4)(a-c-m)/3t 





　次に③ c-(3t-4)(a-c-m)/3t <wj < c+(3t-4)(a-c-m)/2(3t-2) 
のケースでは、(17) 式で表現された制約条件付き最大化
問題は、
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価格 wjA を求める。  の範囲では、(31)
式と (33) 式のうち、値の大きい π jA を実現する方の出荷
価格が設定される。(32) 式と (34) 式を比較すると
が成り立つので、(31) 式の wjA= c-(t-1)(a-c-m)/t が均衡出
荷価格となる。
　8/3 ≤ t の範囲では、(31) 式と (35) 式のうち、値の大
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注
1)　空間的競争モデルの中で垂直的統合を論じたものとしては、Gupta, 
Heywood, and Pal (1995) がある。
2)　Alles and Datar (1998) は、線分市場モデルの中で同様の結論を導












6)　t > 8/9 であれば二階条件は満たされる。
7)　t > 8/9 であれば二階条件は満たされる．










11)　t > 8/9 であれば二階条件はいずれも満たされる。






15)　2(3+ √5) /3 < t  < 約 3.93 (729t 4-4536t 3+7632t 2-
4416t+896 = 0 の解 ) の範囲。
16)　導出過程は補論３を参照のこと。
17)　t > 2(5+ √13)/9 であれば二階条件は満たされる。
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